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化石燃料からのCO2排出量と大気中のCO2濃度の変化

産業革命以降、産業の発展に比例するように二酸化炭素の濃度も上昇
しており、1950年代からは急激に悪化しているのがわかる。

国際的動向

• 石油危機（1973, 1979）以降
→ 各国における省エネの推進・代替エネの導入

• 地球温暖化問題への国際的取り組み
1988 気候変動に関する政府間パネル（IPCC）設立
1992  環境と開発に関する国連会議（地球サミット）
1994 気候変動枠組条約（UNFCCC）発効
1997 COP3（京都議定書採択）→90年比6%削減
2001 COP7（京都議定書運用ルール合意）
2003 ? 京都議定書批准 → 発効

国際協調による新たなる対応の必要性
（技術開発、メカニズム、etc.）

化石エネルギーの輸入価格の推移（円ベース）

原油の場合
11Mcal/kg
=9.4Mcal/L
だから
1円/Mcalは
9円/L相当

原油の場合
11Mcal/kg
=9.4Mcal/L
だから
1円/Mcalは
9円/L相当

平成12年版環境白書（総説）より

日本の二酸化炭素排出量の推移
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部門別エネルギー消費の推移

• 省エネが規制の対象や競争力となる部門では増えていない
• 産業部門、運輸（貨物）部門 ← 自主行動計画、省エネ法

• 一般大衆に委ねられている部門で大幅に増加している
• 民生（業務）部門 → ガイドラインが策定されつつある
• 民生（家庭）部門、運輸（旅客）部門 → 優遇税制（インセンティブ期待薄）

輸送部門での省エネ・温暖化対策

• サービスの質と量を低下させない（Sustainable Development）とすると、
単位サービスあたりの原単位を下げるしかない。

• 単位サービスあたりの原単位を下げるためには：

– より原単位の小さな輸送手段への転換：
• 貨物部門におけるモーダルシフト（トラック輸送の鉄道・海運への転換）
• 旅客部門における自家用車から公共交通機関利用への転換
• 省エネ車購入時の優遇税制

– 同じ輸送手段をより高い原単位で活用する：
• 渋滞の緩和（ＥＴＣ，ＩＴＳなど）
• 長時間停車時のアイドリングをやめる

– 輸送手段自体の原単位低下（＝燃費向上）：
• 推進形態の変更（ハイブリッド車、燃料電池車）
• 車体軽量化（ﾊｲﾃﾝ、ｱﾙﾐﾆｳﾑ、ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ、ﾌﾟﾗｽﾁｯｸｽ、複合材料）
• 空力抵抗低減

省エネ・温暖化対策としての自動車軽量化

• なぜ自動車なのか？
– 日本の石油使用量の約３分の１が自動車による

• 世界の石油使用量の約半分は自動車による
– 日本のＣＯ２排出量の約２０％が自動車から

• 運輸部門のＣＯ２排出量の８８％が自動車から

• なぜ軽量化なのか？
– 燃費向上の費用対効果が高い
– 他の燃費向上技術（燃料電池、抵抗低減）と共存

• なぜ急いで自動車を軽量化しなければいけないのか？
– 中国とインドのモータリゼーションに間に合わせないと大変

• なぜＣＦＲＰなのか？
– 同じ強度・剛性を最も軽く実現できる（例：Ｆ１，航空機）

• 注意点は？
– 技術的に、段階を追って軽量化する必要がある
– 技術適用からポテンシャル発揮まで１５～２０年かかる
– リサイクル（正しくは３Ｒ）を考慮して設計する必要がある

説明

説明

説明

説明

説明

説明

説明

日本の石油の用途

輸送機関別に見た二酸化炭素排出量の割合（1997年度）

平成12年版環境白書（総説）より
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平成12年版環境白書（総説）より

製品のライフサイクルでの二酸化炭素排出量の例
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小宮山宏「地球持続の技術」岩波新書より

乗用車における低速・低速走行時の
抵抗はころがり抵抗が支配的なので、
車体重量軽減が燃費向上に効果的

低速＆定速走行時のころがり抵抗
≒ 車体重量×動摩擦係数

自動車における抵抗

• ころがり抵抗 ・・・・・・ タイヤ、地面の状態、車体重量による
• 空力抵抗 ・・・・・・ 車体前面形状、運転速度による
• ミッションの摩擦など

も
ど
る

平成12年版環境白書（各論）より

日本の自動車保有台数の推移

世界では7.5億台
(乗用車は5.5億台)
↓
60億人で割ると
８人で１台
(乗用車は1１人で１台)
↓
先進国平均は2人で１台
(乗用車は2.5人で１台)

‥仮に世界人口が変化
しないとしても、将来
的に車の台数は３倍に
↓
今後、中国インド等で
の車の急速な普及を考
えると、自動車の排出
ＣＯ２対策が世界的に
重要であることは自明

• 中国インドの保有台数増加率を現状
維持（１５．３％）と仮定
↓

• ２０１３～２０１５年に保有台数が日本
と同じになる

• ２０３０年ごろまで増えつづけ、現在の
先進国並（２．５人に１台）となり、その
後安定化する

Prediction of Reserved Automobiles
in CHINA and INDIA

Scenario [3]
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CHINA: depend on production rate 15.3% increase
INDIA: depend on production rate 15.3% increase

CHINA INDIA JAPAN WORLD

production 0.5 0.5 8 40

reserve 6.6 4.8 50 520

CHINA INDIA JAPAN WORLD

production 65 55 8 160

reserve 623 459 50 1602

number of automobile in 1998 [million cars]

number of automobile in 2030 [million cars]

中国・インドにおける乗用車普及を想定した
世界の乗用車保有台数の推定

＝シミュレーションの前提＝
• GV  +40%ULV → 2005年導入
• FCVG+40%ULV → 2007年導入
• FCVN+40%ULV → 2010年導入

＝結論＝
• 無対策の場合、先進国のGHG削減努力は
2020年頃から非常にむなしいものになる。

• 逆に考えると、中国インドのモータリゼー
ションの脅威は（気候変動の見地からは）
2015年頃までは大きな心配事ではない。

Prediction of CO2 emission
GV+40%ULV, FCV N+40%ULV and FCVG +40%ULV

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

1970 1980 1990 2000 2010 2020 2030

Year

C
O

2 
em

is
si

on
: M

tC

course OECD course WORLD

OECD GV+40%ULV

FCVN+40%ULV FCVG+40%ULV

World(GV)

世界の温暖化対策・省エネルギー対策としての超軽量CFRP車の効果
（削減ポテンシャルと提言）

＝提言＝

• 量産車の燃料電池車化と超軽量化技術は先
進国において（当面京都議定書の目標達成
を念頭において）早期確立を目指す。

→ 産業競争力・空洞化対策

• 技術適用車の中国インドへの導入は2015～
2020年を目標として、インフラの現地展開
などの戦略を考える。

→ 利益をどう国内にﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸするか

も
ど
る
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図Ａ１ 各種軽量素材の比強度・比剛性比較
比強度が高い → 強度部材を軽量化できる
比剛性が高い → 外板部材を軽量化できる
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図Ａ２ 各種軽量素材による外板部材と強度部材の軽量化ポテンシャル
数値は鉄鋼（７８０MPa）との比で、数値が小さいほど軽くできる
外板部材としてCFRP全般、構造部材としてCFRTSが高いポテンシャル
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超軽量技術適用車の累積台数に及ぼす導入率（Ｐ）の影響
（普及率：Ｑ＝１、導入率：Ｐ＝５０，１００の場合）
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図１：

超軽量化技術によるCO2削減効果（乗用車分）に及ぼす導入率（Ｐ）と軽量化率の影響
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省エネ・温暖化対策のトレードオフとしてのリサイクル

• 社会受容性から見た個別技術開発のトレードオフ
– 技術開発の全体目的（社会受容性）
– ライフサイクルの各段階での技術開発項目

• 自動車のリサイクル率

• 基礎素材のリサイクルの考え方

• ライフサイクルアセスメント（ＬＣＡ）
– 考え方
– 自動車のＬＣＡ
– ＣＦＲＰリサイクルのあるべき姿

説明

説明

説明

説明

• ニーズに対応すべく既製品に新技術を導入したり、新たに製品開発を行う際、全体と
しては次のような社会受容性（全体目標）を同時に満足することが必要となる。

• コスト関連の社会受容性の例
• 設備投資等の導入コストの極小化（生産規模と関連）
• 製品コスト（イニシャルコスト）の極小化
• 輸送・運転・メンテナンス・リサイクル・廃棄を含むトータルコストの極小化
• これまで消費者等が別途負担してきた外部費用の製品コストへの組み込み（内部化）
に対する（つまり、トータルコスト極小化製品であれば製品コストが高くなっても消
費者に受け入れられるようにするための）説明責任

• 品質保証関連の社会受容性の例（メンテナンスコストとの関連強）
• パフォーマンス（基本性能、機能性）、アメニティ性（意匠、快適性）向上
• 可動率（広義の信頼性：安全性、耐久性、修理可能性）向上

• 環境問題対策関連の社会受容性の例
• 地域環境問題への対応

• 公害（土壌汚染、水質汚染、大気汚染）
• 人体への悪影響
• 埋立地の逼迫

• 地球環境問題への対応
• 資源枯渇
• 地球温暖化→気候変動
• オゾン層破壊
• 酸性雨

社会受容性から見た個別技術開発のトレードオフ
（１）技術開発の全体目的（社会受容性）

• ニーズに対応すべく既製品に新技術を導入したり、新たに製品開発を行う際、全体と
しては次のような社会受容性（全体目標）を同時に満足することが必要となる。

• コスト関連の社会受容性の例

• 品質保証関連の社会受容性の例（メンテナンスコストとの関連強）

• 環境問題対策関連の社会受容性の例

• 素材製造段階
• 低コスト化 ← 過剰性能を無くす、等
• 易リサイクル化 ← 素材の種類減、コンタミによる性能劣化抑制、等

• 素材加工・製品製造段階
• 低コスト化 ← 部品の一体成形、等
• 易リサイクル化 ← 部品点数を減らす、組立・解体が容易な設計、等

※ マテリアルリサイクルのためにはユニット化も選択肢
※ ユニット化は広義の信頼性向上にも寄与する
（ユニット化≒モジュール化）

• 製品使用段階
• 広義の信頼性向上 ← 品質（特に長期安全性・耐久性）保証精度の向上、

余寿命評価・修理・補強をし易くする、等
※ 信頼性の向上は長寿命化（省資源化）にもつながる

• 低環境負荷化 ← 高効率化、特に輸送機器では軽量化、等

• リサイクル・廃棄段階
• リユース性向上 ← 易解体設計、余寿命評価精度向上、等
• ﾏﾃﾘｱﾙﾘｻｲｸﾙ性向上 ← 素材種類減、易分別回収設計、ｶｽｹｰﾄﾞﾘｻｲｸﾙ法開発、等
• ｻｰﾏﾙﾘｻｲｸﾙ性向上 ← コンタミ対策、脱塩素、等

社会受容性から見た個別技術開発のトレードオフ

（２）ライフサイクルの各段階での技術開発項目
も
ど
る
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使
用
済
み
車
両

解体業者 シュレッダー業 者

１ ０～ ２５ ％ 廃棄物

５ ０～ ５５ ％

プレス

選 別

２ ５～ ３５ ％
取り 外し５００ 万台 ／ｙ

エンジン、 ミッション
タイヤ 、バッテリー
触媒等

鉄
非鉄金属

シュレッダーダスト

＜ リサイクル率 ＞
タイヤ ：８７ ％

バッテリー ：９８ ％
触 媒 ：７５ ％
鉄 ：９５ ％
非鉄金属 ：９５ ％

使
用
済
み
車
両

解体業者 シュレッダー業 者

５ ％ 廃棄物

５ ～３ ５％ 選 別

プレス

６ ０～ ９０ ％ 取り外 し

５００ 万台 ／ｙ

エンジン、 ミッション 、タイヤ 、バッテリー、 触媒 、
鉄 、非鉄金属、 プラスチックス 、ＦＲＰ、 ガラス等

鉄 、非鉄金属、 プラス
チックス、 ガラス等

シュレッダーダスト

使用済み車両資源化の現状とCFRPによる超軽量自動車再資源化のビジョン

現状：
リサイクル率
７５～８５％

２０１５年
９５％リサイクル
のビジョン

埋立処分８ ０万 ｔ／ y

熱回収中心 に
９ ５％ 以上 リサイクル

マテリアルリサイクル 中心 に
９ ５％ 以上 リサイクル

リユース（ 含む リペア ）中 心に
９ ５％ 以上 リサイクル

超軽量CFRP車実現のための課題（不可欠となる３Ｒ）

１６０１２０８０４００ＣＦ使用量（ｋｇ）

４００

４９

３００

３２

２００

１９

１００

８

０

０

ＣＦＲＰ使用量（ｋｇ）

車体重量に占める％

４１４７５４６１６８車体重量の ５％（ｋｇ）

＝シュレッダーダスト

８１９５１０８１２２１３５車体重量の１０％（ｋｇ）

＝焼却できる量

８１０９４５１０８０１２１５１３５０車体重量（ｋｇ）

４０３０２０１００軽量化率（％）

• 仮に焼却可能な量（車体重量の１０％）をすべてＣＦＲＰに使用でき
るとしても、１０％以上の軽量化で飽和
→ サーマルリサイクル以外のリサイクル方法が必要

• （同一部品または同一製品へ戻す）マテリアルリサイクル方法の確立
が不可欠

• 現実的には、リユース率をいかに上げられるかが鍵となる

も
ど
る

リサイクルと省エネのトレードオフ
（プラスチックスリサイクルについての基本）

• リサイクルしない場合・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【石油２、ゴミ１】
• １トンのプラスチックスを作るのに必要な石油は約２トン

• 原料としての石油１トン ＋ 燃料としての石油約１トン
• 定常状態では、１トンのプラスチックスゴミを排出

• 完全リサイクル（マテリアルリサイクル）の場合・・・・・・・【石油３～５、ゴミ０】
• （劣化によりリサイクルできなくなる現象はここでは無視）
• １トンの廃プラが原料となる（プラスチックスゴミはゼロ）
• 廃プラ１トンからプラスチックス１トンを作るためには、燃料としての石油が３～５トン必要
• 結果的に、ゴミを出さない循環型（リサイクル）社会を目指すために、枯渇性資源を倍以上消費する
ことになり、当然、排出ＣＯ２もそれに比例して増える（循環型社会を取るか、枯渇性資源節約＆温
暖化対策を取るかのトレードオフ）

• 完全リユースの場合・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【石油０、ゴミ０】
• （劣化によりリユースできなくなる現象はここでは無視）
• １トンの廃プラが原料となる（プラスチックスゴミはゼロ）
• 廃プラ１トンからプラスチックス１トンを得るエネルギーは極めて小さい

• 易分解設計、非破壊的余寿命評価、等が重要な技術となる

• 完全サーマルリサイクル（熱エネルギーとしての回収）の場合・・・【石油１、ゴミ０】
• １トンの廃プラは１トンの石油と同等のエネルギーとなる（ゴミはゼロ）
• この熱を利用して、石油１トンからプラスチックス１トンを作ることができる

• 易分解設計、脱塩素、等によりダイオキシン発生を抑制する必要がある

基礎素材としての利用し易さ（集積度と濃度）

• 天然資源（資源として活用できるものは既に地理的に集結しているとする）
• 地理的集結度【・・中～高】
• 物理的濃度 【低～中～高】

• 材料・基礎素材
• 地理的集結度【・・・→高】
• 物理的濃度 【・・・→高】

• 製品
• 地理的集結度【低～中←・】
• 物理的濃度 【・・中←・】

• ゴミ（使用済み製品）
• 地理的集結度【・・・→高】
• 物理的濃度 【低←・・・】

↓（大きなエネルギーが必要となる工程）

（鉱物の採掘等、→にエネルギー必要）
（濃縮にも大きなエネルギーが必要）

↓

（市場に分散）
（組立、溶接等により、純度が低下）

↓

（回収にエネルギーが必要）
（異種ゴミを混ぜると、純度が低下）

↓（大きなエネルギーが必要となる工程）

• 再生材料
• 地理的集結度【・・・・高】
• 物理的濃度 【・・・→高】（分離、濃縮に大きなエネルギー）

リ
サ
イ
ク
ル
の
技
術
開
発
目
標
は
天
然
資
源
か
ら
の
加
工
Ｅ

平成12年版環境白書（総説）より

インターフェイスとしてのＬＣＡ的考え方

問題・課題は多く残されているものの、ＬＣＡ的考え方は、様々な基礎素材屋、
部品製造屋、組立屋、ユーザー、廃棄物処理屋、に共通の議論が可能となるイン
ターフェイスとなりうる

ＬＣＡにおける影響分類

地球環境と材料、日本材料科学会編より
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超軽量ＣＦＲＰ車のＬＣＡ

• 輸送機器のエネルギー消費とCO2排出は、一般に走行中が支配的
• 自家用乗用車（86%）、貨物用自動車（90%以上）、新幹線（97%）

ＬＣＡをやらなくても、燃費向上が省エネと温暖化対策に効果的であることは明白。

ではなぜ多くの労力を投入してＣＦＲＰのＬＣＩデータを収集するのか？

１．素材産業としての化学物質管理と川下側への説明責任の一貫として

２．（素材レベルでの）行程改善指針策定の基礎データとして

→ 原単位をより効率的に低下させるには？ リサイクルの効果は？

ＣＦＲＰ導入量によるＬＣ消費エネルギーの変化

現段階のCFRP製造原単位（460MJ/kg）でも
素材製造＋組立＋走行の消費エネルギーは減少
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0 22 44 66 88 111 133

CFRP使用量：　kg

消
費
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
割
合
：
　%

走行
組立・製造
素材

ＣＦＲＰ導入量によるＬＣ排出ＣＯ２の変化

現段階のCFRP製造原単位（460MJ/kg）でも
素材製造＋組立＋走行におけるCO2排出量は減少
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0 22 44 66 88 111 133

CFRP使用量：　kg

C
O
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出
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合
：　
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素材

走行距離とCO2排出量の関係
- 現行自動車とCFRP車との比較－

0

5

10

15

20

25

30

0 10000 20000 30000 40000 50000 60000 70000 80000 90000 100000

走行距離：　km
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O
2排
出
量
：　
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O
2

CFRP 0 kg

CFRP 133 kg

15960 km

長く乗るほど地球に優しい
→ CFRPの高い耐久性を活かした車の運用システムを考えるべき
・非破壊的余寿命評価・補修技術（材料寿命を使い切る）
・ＩＴを活用したメインテナンス（安全性・快適性の保障）
・推進系・摩擦系の改善技術をバージョンアップ可能とする

ＣＦＲＰ車のＬＣＡ

最も簡単にＣＦＲＰの原単位を低下させる方法＝３Ｒ

10.2

～13.8

90

～225～3.0～50

8.7

～24.5

130

～400

ＣＦＲＰ

1.1400.5121.768樹脂（平均値）

10.01052.04518.0165マグネ（ダイカスト材）

6.61242.24311.0205アルミ（板、押出材）

1.0130.231.823鋼材

1.2170.252.229鋼板（メッキ）

ＣＯ２
排出量

(kg/kg)

製造エ
ネルギ

(MJ/kg)

ＣＯ２
排出量

(kg/kg)

製造エ
ネルギ

(MJ/kg)

ＣＯ２
排出量

(kg/kg)

製造エ
ネルギ

(MJ/kg)

50%ﾘｻｲｸﾙ材使用時
の原単位

ﾘｻｲｸﾙ材の原単位ﾊﾞｰｼﾞﾝ材の現在の
原単位

注：
表中のＣＦＲＰ以外の原単位は、ある車のＬＣＡケーススタディに用いられた値からの
引用である。この種のケーススタディには国、会社により異なる値が用いられているが、
オーダーとしては概ね上表のような値が用いられている。

単に、製造エネルギー原単位とＣＯ２排出原単位コストの原単位を低下させることを
目的とするならば、リサイクル率を上げることが最も効果的であり、コスト・エネル
ギー・排出ＣＯ２原単位の低いリサイクル方法の開発が鍵となる。

リユース
する場合

≒０MJ
+ゴミ０

マテリアルリサイクルする場合

約50MJ
+ゴミ０

ＣＦＲＰを１ｋｇ得るために必要なエネルギー

• ３Ｒ率の向上により原単位が下がり、ゴミも減る
• 得な順は、リユース → マテリアル → サーマル

• 現実には、リユース → サーマル → マテリアル

（カスケード
リサイクル
の場合）

不
確
実
部
分

不
確
実
部
分

熱回収
する場合
(－30MJ)

200～430MJ
+ゴミ０

不
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実
部
分

不
確
実
部
分
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費
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ー
(M
J/
kg
)

500

400
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リサイクル
しない場合

230～460MJ
+ゴミ１kg

不
確
実
部
分
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リユース
する場合

≒０kg
+ゴミ０

マテリアルリサイクルする場合

約3.3kg
+ゴミ０

ＣＦＲＰを１ｋｇ得る際に排出するＣＯ２

• ３Ｒ率の向上により原単位が下がり、ゴミも減る
• 得な順は、リユース → マテリアル → サーマル

• 現実には、リユース → サーマル → マテリアル

（カスケード
リサイクル
の場合）

不
確
実
部
分

不
確
実
部
分

熱回収
する場合
(＋3kg)

18～33kg
+ゴミ０

不
確
実
部
分

不
確
実
部
分

排
出
Ｃ
Ｏ
２
（
kg
/k
g
）

40

30

20

10

0

リサイクル
しない場合

15～30kg
+ゴミ１kg

不
確
実
部
分

原単位からわかるＣＦＲＰとプラスチックスの３Ｒにおける相違

• プラスチックスでは
• エネルギー原単位は、リユース ＜ サーマル ＜ マテリアル ≪ カスケード
• ＣＯ２排出原単位は、リユース ＜ マテリアル ＜ サーマル ≒ カスケード

• よって、マテリアルリサイクルに固執する必要はなく、リユースできないものはサー
マルリサイクルという単純なオプションも妥当となる。

• ＣＦＲＰでは
• エネルギー原単位は、リユース ＜ マテリアル ≪ サーマル ＜ カスケード
• ＣＯ２排出原単位は、リユース ＜ マテリアル ≪ サーマル ≒ カスケード

• バージン材の原単位がマテリアルリサイクルの原単位と比べて非常に大きい点が、通
常のプラスチックスとの大きな相違点である。

• そのため、サーマルリサイクル、カスケードリサイクルを行う場合の（ＣＦＲＰ１ｋ
ｇを得るための）原単位が、リユースや（同一部品・製品に戻す）マテリアルリサイ
クルの原単位よりもはるかに大きいものとなる。

• よって、３Ｒの中でもリユースと（同一部品・製品に戻す）マテリアルリサイクル率
の向上により原単位が大幅に下がり、ゴミも減るので、この技術開発が重要となる。

• アロケーションの取り決めにもよるが、カスケードリサイクルは非常に不利となる点
に注意しなければいけない。

• ゴミ減量のための最終手段としては、サーマルリサイクルもやむを得ないが、ふつう
のプラスチックスに比べて原単位的には相当不利になる。

国内の温暖化対策・省エネルギー対策としての超軽量CFRP車の効果
（ポテンシャル＝可能性としての最大値）

• 国内のGHG排出内訳（1999年の国内CO2換算排出量は334MtC）
• 産業：41%（1999年138MtC、76年比90年比とも横這い）
• 民生：26%（1999年88MtC、76年比66%増、90年比17%増）
• 運輸：21%（1999年71MtC、76年比87%増、90年比24%増）

• 民生(特に家庭)部門・運輸(特に旅客)部門は増え続けている
→ 対策により大幅削減の余地有

• 運輸部門排出量中自動車が88%を占める
• 乗用車だけで運輸部門の約半分、日本の約１割
→ 乗用車の燃費が2倍になれば国内のCO2排出量約５%削減
→ 自動車全体の燃費が2倍になれば国内のCO2排出量約10%削減

• 国内の石油使用量内訳（約3億kLの使用量のうち自動車で約1億kL使用）
→ 乗用車の燃費が2倍になれば国内の石油使用量約９%削減

→ 自動車全体の燃費が2倍になれば国内の石油使用量約17%削減


